
第４次熊野町行政改革大綱実施計画
取組状況報告書

※※※※平成２４年度※※※※

平成２６年２月３日　熊野町行政改革推進本部



■取り組み状況

　実施項目の取り組み効果経費は，次のとおりです。
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７
32 52 61 67 69
8 4 3 3 3
36 19 11 5 3
0 0 0 0 0
0 1 1 1 1
76 76 76 76 76
32 37 0 0 0
3 15 0 0 0
40 22 0 0 0
1 1 0 0 0
0 1 0 0 0
76 76 0 0 0

合計（千円） Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７
51,410 5,728 7,935 10,354 12,496 14,897
22,865 6,993 15,872 0 0 0

■改革の柱別取り組み状況

Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７
3 5 6 6 6
0 0 0 0 0
3 1 0 0 0
0 0 0 0 0
0 0 0 0 0
6 6 6 6 6
3 3 0 0 0
1 2 0 0 0
2 1 0 0 0
0 0 0 0 0
0 0 0 0 0
6 6 0 0 0

Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７
3 5 6 6 7
1 0 0 0 0
4 2 1 1 0
0 0 0 0 0
0 1 1 1 1
8 8 8 8 8
3 4 0 0 0
1 2 0 0 0
4 1 0 0 0
0 0 0 0 0
0 1 0 0 0
8 8 0 0 0

（１）行政情報をわかりやすく公開・発信する

実
　
績

実施

未実施
終了
合計

検討・実施

（２）住民ニーズを的確に把握し，きめ細かく対応する

実
　
績

実施
検討・実施

終了
合計

合計

未実施

検討
未実施
終了

終了

合計

区　分

予
　
定

実施
検討・実施
検討

検討
未実施

区　分

予
　
定

実施
検討・実施
検討
未実施

検討・実施

１　住民との信頼関係を強化する

効果額
効果見込額計
効果額計

終了
合計

実
　
績

実施

検討

区　分
実施

検討・実施

終了

予
　
定

合計

検討
未実施
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Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７
1 2 2 5 5
0 0 0 0 0
4 3 3 0 0
0 0 0 0 0
0 0 0 0 0
5 5 5 5 5
1 1 0 0 0
0 1 0 0 0
4 3 0 0 0
0 0 0 0 0
0 0 0 0 0
5 5 0 0 0

Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７
0 0 1 4 4
0 0 0 0 0
4 4 3 0 0
0 0 0 0 0
0 0 0 0 0
4 4 4 4 4
0 0 0 0 0
0 0 0 0 0
4 4 0 0 0
0 0 0 0 0
0 0 0 0 0
4 4 0 0 0

Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７
11 14 15 15 15
1 0 0 0 0
3 1 0 0 0
0 0 0 0 0
0 0 0 0 0
15 15 15 15 15
11 12 0 0 0
0 2 0 0 0
4 1 0 0 0
0 0 0 0 0
0 0 0 0 0
15 15 0 0 0

効果見込額 48,258 4,728 7,135 9,670 12,012 14,713
効果計 20,938 5,770 15,168 0 0 0

（１）地域協働の仕組みをつくる

（２）まちづくりへの参画機会を拡充する

効
果

実
　
績

実施
検討・実施
検討
未実施
終了
合計

３　自主性・自立性の高い財政運営を行う

区　分
（１）歳入を安定的・持続的に確保する

予
　
定

実施
検討・実施
検討
未実施
終了
合計

実
　
績

実施
検討・実施
検討
未実施
終了
合計

区　分

予
　
定

実施
検討・実施
検討
未実施
終了
合計

実
　
績

実施
検討・実施
検討
未実施
終了
合計

予
　
定

実施
検討・実施
検討
未実施
終了
合計

２　住民との協働のまちづくりを進める

区　分
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Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７
5 15 17 17 18
2 0 0 0 0
12 4 2 2 1
0 0 0 0 0
0 0 0 0 0
19 19 19 19 19
4 6 0 0 0
0 7 0 0 0
15 6 0 0 0
0 0 0 0 0
0 0 0 0 0
19 19 0 0 0

効果見込額 3,152 1,000 800 684 484 184
効果計 1,927 1,223 704 0 0 0

Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７
4 5 8 8 8
3 3 2 2 2
5 4 2 2 2
0 0 0 0 0
0 0 0 0 0
12 12 12 12 12
5 5 0 0 0
1 1 0 0 0
6 6 0 0 0
0 0 0 0 0
0 0 0 0 0
12 12 0 0 0

Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７
1 2 2 2 2
0 0 0 0 0
1 0 0 0 0
0 0 0 0 0
0 0 0 0 0
2 2 2 2 2
1 2 0 0 0
0 0 0 0 0
1 0 0 0 0
0 0 0 0 0
0 0 0 0 0
2 2 0 0 0

（２）財政を健全に運営する

（１）柔軟で機動的な執行体制を確立する

（２）モチベーションが高く，力量のある職員を育成する

実
　
績

実施
検討・実施
検討
未実施
終了
合計

区　分

予
　
定

実施
検討・実施
検討
未実施
終了
合計

実
　
績

実施
検討・実施
検討
未実施
終了
合計

予
　
定

実施
検討・実施
検討
未実施
終了
合計

効
果

４　社会の変化に対応できる行政運営を行う

区　分

実
　
績

実施
検討・実施
検討
未実施
終了
合計

区　分

予
　
定

実施
検討・実施
検討
未実施
終了
合計
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Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７
3 3 3 3 3
1 1 1 1 1
0 0 0 0 0
0 0 0 0 0
0 0 0 0 0
4 4 4 4 4
3 3 0 0 0
0 0 0 0 0
0 0 0 0 0
1 1 0 0 0
0 0 0 0 0
4 4 0 0 0

Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７
1 1 1 1 1
1 1 1 1 1

1 1 0 0 0

1 1 0 0 0

（４）町議会の活性化

（３）広域的な連携を推進する

実
　
績

実施
検討・実施
検討
未実施

実
績

実施

合計

検討・実施
検討
未実施
終了
合計

区　分

予
定

実施
合計

終了
合計

区　分

予
　
定

実施
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■行政改革推進状況（平成２４年度実績）
●住民との協働による信頼と連携の地域経営を確立する
１　住民との信頼関係を強化する
（１）行政情報をわかりやすく公開・発信する
①情報発信の充実

推進課 概要 取組目標 個別施策等区分 Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７
検討 検討 実施 実施 実施
他団体の実態調
査内容の検討

調査票送付、結
果取りまとめ、実
施内容について
検討

可能なものにつ
いて取り組み開
始

取り組みについ
ての妥当性及び
見直し等の実施

取り組みについ
ての妥当性及び
見直し等の実施

検討・実施 検討・実施
・検討
他自治体の状況
把握
・実施
携帯会社の緊急
エリアメールへ対
応（２社）

県内自治体の情
報収集
視覚障がい者用
活字文書読上げ
装置を福祉課窓
口及び公民館・図
書館・地域健康セ
ンターに８台設置

実施 実施 実施 実施 実施
ホームページ作成
システムの操作研
修

操作研修 操作研修 操作研修 操作研修

実施 実施
ホームページ作成
システムの操作研
修（平成２３年１１
月実施）

ホームページ作
成システムの操
作研修（平成２４
年７月実施）

検討 実施 実施 実施 実施
他自治体の情報
収集、各掲載
フォーマット作成
公会計の情報発
信準備

新フォーマットで
のHP、広報での
情報発信

継続 継続 継続

検討 検討・実施
フォーマット案作
成

新フォーマットで
掲載調整中
熊野町わかりや
すい予算書掲載

予
　
定

実
　
績

企画財
政課

財政情
報の充
実

厳しい財政状況が続く
中、多くの財政情報につ
いての住民理解を得るた
め、現在の財政状況や
将来的な見込みなどをわ
かりやすく提供する。

・わかりやすい財政情報
の提供

財政状況
の情報発
信

予
　
定

実
　
績

・広報マインド育成と広報
紙より詳しく多い情報量
の掲載
年間ホームページ情報
数＞広報紙掲載記事数
・操作研修を充実させ職
員が誰でもできる体制づ
くり

1 ホーム
ページ
の情報
内容の
充実

総務課 行政情報を速やかに
ホームページに掲載する
ため、担当課で専門の知
識がなくてもページを作
成できるシステムを導入
している。ページに制限
がなく広報紙以上にわか
りやすく充実した内容が
掲載できる。しかし、広報
紙と同程度の内容や量
でしかない。

操作研修
の実施

予
　
定

1 行政情報の
積極的な提
供

総務課 町政に対する住民の理
解と信頼を深めるため、
広報紙やホームページを
はじめ、多様な情報媒体
を通じて行政情報をわか
りやすく提供する。

・情報媒体を活かした効
果的な情報発信の継続
的な検討と実施
・メールマガジンの研究
・障がい者に配慮した情
報提供

実
　
績

他自治体
の状況調
査

取組名

2

1

2

3

管理番号
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②個人情報の保護
推進課 概要 取組目標 個別施策等区分 Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７

実施 実施 実施 実施 実施
広報紙，ホーム
ページに掲載

広報紙，ホーム
ページに掲載

広報紙，ホーム
ページに掲載

広報紙，ホーム
ページに掲載

広報紙，ホーム
ページに掲載

実施 実施
広報紙５月号及び
ホームページに掲
載

広報紙５月号及
びホームページに
掲載

実施 実施 実施 実施 実施
文書保存作業開
始前に分かりやす
い文書により通知

文書保存作業開
始前に分かりや
すい文書により通
知

文書保存作業開
始前に分かりや
すい文書により
通知

文書保存作業開
始前に分かりや
すい文書により
通知

文書保存作業開
始前に分かりや
すい文書により
通知

実施 実施
適正に実施 適正に実施

検討 実施 実施 実施 実施
他自治体の基準
調査
基準について歴
史資料担当課と

廃棄文書からの
文書の抽出
適正な管理の実
施

廃棄文書からの
文書の抽出
適正な管理の実
施

廃棄文書からの
文書の抽出
適正な管理の実
施

廃棄文書からの
文書の抽出
適正な管理の実
施

検討 検討
基準案を作成 基準案を作成

作業時における
分別の可否にお
いて検討

（２）住民ニーズを的確に把握し、きめ細かく対応する
①広聴の充実

推進課 概要 取組目標 個別施策等区分 Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７
検討 検討 検討 実施 実施
建設的な提案を
多く受け、反映で
きる仕組みづくり
の検討

建設的な提案を
多く受け、反映で
きる仕組みづくり
の検討

建設的な提案を
多く受け、反映で
きる仕組みづくり
の検討

建設的な提案を
多く受け、反映で
きる仕組みづくり
の推進

建設的な提案を
多く受け、反映で
きる仕組みづくり
の推進

検討 検討・実施
意見・提案の取扱
いを協議

Ｈ24.5　住民から
の意見・提案につ
いて、一定の取扱
いを実施

実施 実施 実施 実施 実施
地域懇談会開催 町政懇談会の検

討
地域懇談会開催 地域懇談会の検

証
地域懇談会開催

実施 実施
地域懇談会を１４
箇所で実施

Ｈ25年度に向け
て町政懇談会の
検討

保存文書
の年限・種
別の徹底

保存「公文
書」から
「古文書」
への移管
の区別

建設的な
提案を反
映できる
仕組みづく
り

・希薄になりかけている
公文書管理の徹底

予
定

実
　
績

商工観
光課
総務課
企画財
政課

町内各地域において住
民との懇談会を開催し、
町行政の情報提供を行う
と共に地域の諸問題等
について情報交換を行
い、地域のニーズを的確
に把握する。

・町政懇談会の開催
・地域懇談会等の開催

懇談会の
実施

予
　
定

実
績

予
　
定

実
　
績

予
　
定

実
　
績

予
　
定

実
　
績

総務課 情報公開条例及び個人
情報保護条例を制定して
いる。制度の仕組みの周
知が足らず住民の知る
権利である公開請求の
利用が少ない。

・住民への啓発・周知
・広報紙やホームページ
で定期的に制度の仕組
みなどを情報提供

住民への
啓発・周知

・建設的な提案を多く受
け、反映できる仕組みづ
くり

3 公文書
保管の
見直し

総務課 新庁舎開庁と同じくして
導入した文書ファイリン
グの仕組みの見直し、管
理の徹底をする。

1 意見・提案
の随時募集

総務課 現在ホームページ及び意
見箱を通じて随時、意
見・提案を募集している。
すべての意見に関し、原
則公開回答をしている。

取組名

取組名

2 対話型行政
の推進

2 情報公開制
度及び個人
情報保護制
度の周知

7

4

5

6

6



②住民意見の的確な対応
推進課 概要 取組目標 個別施策等区分 Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７

検討 実施 実施 実施 実施
意見調整委員会
等の設置の検討

意見調整委員会
等設置基準の策
定・設置

回答内容の検討
や実施状況の確
認・情報提供

回答内容の検討
や実施状況の確
認・情報提供

回答内容の検討
や実施状況の確
認・情報提供

検討 検討・実施
委員会等の設置
の検討

委員会等の設置
の検討
意見箱の区分整
理を実施

③住民の視点に立った接遇やサービス向上
推進課 概要 取組目標 個別施策等区分 Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７

検討 実施 実施 実施 実施
アンケート内容の
検討

アンケートの実
施，内容分析
満足度７５％

分析結果の実
施，改善

アンケート内容
の検討
満足度７８％

アンケートの実
施，内容分析

検討 実施
アンケート内容の
検討

アンケートの実施

検討・実施 実施 実施 実施 実施
チェックシートの
見直しのマニュア
ル化について検
討・実施

定期的に実施 定期的に実施 定期的に実施 定期的に実施

検討・実施 実施
チェックシートの
見直しのマニュア
ル化について検
討・実施

チェックシートの
定期的な見直し

実施 検討 実施 検討 実施
アンケート内容の
検討と実施

分析と具体的改
善策の検討

具体的改善策の
実施

アンケート内容
の検討及び分析
と具体的改善策
の検討

具体的改善策の
実施

実施 検討
アンケート内容の
検討と実施

分析と具体的改
善策の検討

検討 実施 実施 実施 実施
調査内容の検討 調査の実施 取り組み可能な

ものから実施
取り組み可能な
ものから実施

取り組み可能な
ものから実施

検討 実施
他自治体の情報
収集

庁内での対象文
書について調査
実施

予
定

実
績

予
定

実
績

・申請書の押印見直し
・書式の見直し

異動系
統合窓
口の充
実

1 住民異動にかかる各種
手続きの手続き漏れ防
止策としてチェックシート
を活用し、窓口サービス
の充実を図る。

チェック
シートの定
期的見直
し

窓口サー
ビスの職
員意識調
査

予
定

実
績

予
　
定

実
　
績

・窓口アンケートを実施
し、満足度を調査し、改
善を検討

・チェックシートの随時見
直し

窓口アン
ケート実施

予
　
定

実
　
績

フィード
バック体制
の推進

・庁内に意見調整委員会
等の設置
・意見回答の状況を追跡
確認し、住民の公表が必
要なものはホームページ
等で情報提供

3 意見・提案
のフィード
バック体制
の推進

総務課 ホームページや意見箱
等の意見の回答内容を
フィードバックし、検討や
実施状況を確認する。

4 窓口サービ
スの向上

窓口利用者の評価や意
見を把握し、改善につな
げることで、住民の視点
にたった窓口サービスの
提供と向上につなげる。

住民課
総務課
税務課
民生課
福祉課
健康課
生活環
境課
下水道
課
水道課
学校教
育課

申請
書・公
文書の
簡素化

総務課 申請書等の見直しを行う
ことで事務の簡素化・効
率化を図り、住民サービ
スの向上を図る。

取組名

取組名

2

8

9

10

11 押印必要
文書の実
態調査
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実施 終了 終了 終了 終了
事前協議・設計書
移転後の利用計
画の検討
補正予算要求
事務所改修
健康課移転

実施 終了
H23.11議員全員
協議会報告
H24.1工事開始
H24.3完成
　　　健康課移転

２　住民との協働のまちづくりを進める
（１）地域協働の仕組みをつくる
①地域協働の推進

推進課 概要 取組目標 個別施策等区分 Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７
検討 検討 検討 実施 実施
課内会議 行政協力員会議

数回開催
行政協力員設置
要綱見直し

実施 実施

検討 検討・実施
課内会議の実施
Ｈ23自治会連合
会会議　４回実施

課内会議の実施
Ｈ24自治会連合
会会議　４回実施

②地域協働事業の支援
推進課 概要 取組目標 個別施策等区分 Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７

検討 検討 検討 実施 実施
推進課協議 先進地事例収取 地域懇談会等で

地元説明，地元
組織づくり

地域のまちづくり
計画（案）作成開
始

実施

検討 検討
推進課協議 先進事例資料収

集

検討 検討 検討 実施 実施
地域振興課内協
議

NPO，ボランティ
ア団体等実態調
査，先進地事例
収取

優遇措置検討，
要綱等制定

実施 実施

検討 検討
課内協議 先進地事例収集

予
　
定

実
　
績

予
　
定

実
　
績

予
　
定

実
　
績

総務課
健康課

健康課の所管事務であ
る保健行政に関する窓
口事務が庁舎にないた
め住民サービスの低下を
招いている。

・健康課配置の見直し
・受付事務の見直し

3 分散機
能の統
一

2

取組名

取組名

1 住民代表組
織の位置づ
けの明確化

3 民間活動の
促進

地域のまち
づくりへの
計画策定推
進

12

13

14

15

・熊野町行政協力員設置
要綱等の見直し
・地域のまちづくり計画等
の策定を検討

・地域のまちづくり計画等
の策定を検討

商工観
光課

地域自治を推進するた
め、地域の意思を形成
し、地域のまちづくり活動
を実践する住民代表組
織のあり方を整理し、そ
の位置づけを明確にする
ための仕組みを構築す
る。

商工観
光課
企画財
政課
都市整
備課

地域の特性に応じた地
域ごとの目指すべき姿を
達成するため、官民の役
割分担の考え方に基づ
きながら、意思形成のプ
ロセスを踏まえた計画を
策定し、計画に基づく地
域まちづくりを推進する。

健康課の
移転

行政協力
員会議

地域のま
ちづくり計
画等の策
定

予
　
定

実
績

民間活動
促進施策

・優遇措置について検討商工観
光課

NPO法人等新たな民間
活動を促進する。また、
ボランティア活動を含め
た民間活動支援のため
の優遇措置について検
討する。
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実施 実施 実施 実施 実施
H２１からの３ケ年
の検証

筆の里づくり基金
を財源としたハー
ド事業への助成

事業検証 活動団体の自
立，継続支援施
策

継続

実施 実施
助成９団体 助成１１団体

検討 実施 実施 実施 実施
職員互助会にボ
ランティア参加ポ
イント制の導入を
提案する。

職員周知等 実施 実施 実施

検討 検討
ボランティア参加
ポイント制の導入
検討

原案作成後、再
度内容精査

（２）まちづくりへの参画機会を拡充する
①政策形成過程への住民参画の推進

推進課 概要 取組目標 個別施策等区分 Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７
検討 検討 検討 実施 実施
関係課協議、先進
地事例等資料収
集

先進地事例等資
料収集、要領及
び庁内体制の検
討

地域懇談会等で
の地元説明、地
元組織づくり

実施 実施

検討 検討
庁内体制づくり 庁内体制づくり

検討 検討 検討 実施 実施
調査・整理 公募制度導入検

討資料の作成
公募制度の導入
検討

実施 実施

検討 検討
近隣町等の調査・
検討

導入団体の資料
収集

検討 検討 実施 実施 実施
パブリックコメント
の検討（今後の計
画策定状況の庁
内把握）

パブリックコメント
の検討

パブリックコメント
の実施（試行）

パブリックコメント
の実施（試行）

パブリックコメント
の実施（試行）、
改善

検討 検討
パブリックコメント
の検討

パブリックコメント
の検討

企画財
政課
総務課

意思決定過程の公正を
確保し、透明性の向上を
図ることを目的とする。

・地域のまちづくり計画等
の策定を検討する。

総務課
生涯学
習課

各種委員会等委員の登
用にあたっては、公募制
度の導入を検討すると共
に、女性の積極的な登用
など町民の参画する機会
を拡充し、新たな視点で
のまちづくりを推進する。

・公募制度の検討

取組名

4 まちづくり
協働事業推
進

5 職員の信頼
感の確保

16 まちづくり
協働推進
事業

予
　
定

実
績

・事業経費に対する経費
の助成や、団体として自
立し、継続的に活動でき
るような育成

商工観
光課

協働のまちづくりを推進
するため、まちづくりに繋
がる事業への支援を行
う。

ボランティ
ア参加ポ
イント制の
検討

予
　
定

実
　
績

・住民が主体的にまちづ
くりに関わり、行政はサ
ポートするという住民参
画型のまちづくりを目指
すため、職員の意識改革
に取り組む。
・職員のボランティア意識
の向上

総務課
生涯学
習課

職員のイベント等への積
極的な参加・協力を促
す。今後もイベント等主
管課長から各課長へ参
加要請を行い、課内職員
の取りまとめや参加を促
し、出来るだけ多くの参
加によるイベント等を開
催する。

17

予
　
定

実
績

地域のま
ちづくり計
画等の策
定及び予
算への反
映

18 1 地域の意思
の反映・実
現手法の構
築

企画財
政課
商工観
光課

地域の意思を尊重した行
政施策・事業への反映
や、地域のまちづくり計
画等に基づく住民の取組
を実現するための予算制
度を構築する。

予
　
定

実
　
績

公募制度
の検討

19 2 各種委員会
等委員の公
募制度

パブリック
コメントの
実施

予
　
定

実
績

20 3 パブリックコ
メントの実
施

・試行として新規事業の
選定
・本格運用に向けての検
討
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②住民参画による事業の推進
推進課 概要 取組目標 個別施策等区分 Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７

検討 検討 検討 実施 実施
関係課協議 先進地事例収取 協働推進計画等

策定
実施 実施

検討 検討
関係課協議 先進地事例収集

●持続的なまちづくりを支える行政運営を確立する
３　自主性・自立性の高い財政運営を行う
（１）歳入を安定的・持続的に確保する
①収納対策の強化

推進課 概要 取組目標 効果額 区分 Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７
効果見込額（千円） 実施 実施 実施 実施 実施
47,178 4,728 7,135 9,310 11,652 14,353

効果額（千円） 実施 実施
20,938 5,770 15,168 0 0 0

実施 実施 実施 実施 実施
年間差押数１５０
以上(国保税含む)

年間差押数２００
以上(国保税含
む)

年間差押数２００
以上(国保税含
む)

年間差押数２００
以上(国保税含
む)

年間差押数２００
以上(国保税含
む)

13,185 1,416 2,131 2,613 3,287 3,738
実施 実施

差押件数２２６件
(国保税含む)

差押件数２５２件
(国保税含む)

5,383 1,662 3,721
実施 実施 実施 実施 実施
１２月初旬に文書
催告。これ以外の
月に電話催告を
実施。悪質滞納者
への給付制限の
実施。

１２月初旬に文書
催告。これ以外の
月に電話催告を
実施。悪質滞納
者への給付制限
の実施。

１２月初旬に文
書催告。これ以
外の月に電話催
告を実施。悪質
滞納者への給付
制限の実施。

１２月初旬に文
書催告。これ以
外の月に電話催
告を実施。悪質
滞納者への給付
制限の実施。

１２月初旬に文
書催告。これ以
外の月に電話催
告を実施。悪質
滞納者への給付
制限の実施。

2,000 400 400 400 400 400
実施 実施
１２月,２月に文書
催促。２人に給付
制限適用。

１２月,２月に文書
催促。１人に給付
制限適用。

1,197 560 637

効果見込
額（千円）

効果額
（千円）

財源確保と負担の公平
性の観点から、新たな徴
収方法の検討や効果的・
効率的な収納体制の確
立など、町税等徴収金の
収納対策を強力に推進
する。

効果額
（千円）

介護保険料の収納率を、
毎年９７．５％以上とす
る。

1

24

・協働推進計画等の策定
を検討する。

協働推進
計画等の
策定

予
定

実
績

商工観
光課
生涯学
習課

協働のまちづくりをより一
層、推進するため、協働
事業提案制度等の運用
状況の検証等を踏まえ、
地域、ＮＰＯ、事業者、住
民など、各まちづくりの活
動主体の参加を促進す
る手法を検討する。

町税等の収
納対策の推
進

税務課
以下の
担当課

町税等の徴収金の収納
率の向上

介護保
険料

福祉課

町税 税務課

2

取組名

予
定
実
績

1

取組名

421

22

23

まちづくりに
おける住民
参加手法の
拡充

実
　
績

収納率を平成２２年度（９
５．４％）から０．４％向上
させる。

予
　
定

効果見込
額（千円）

予
　
定

実
　
績
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実施 実施 実施 実施 実施
催告を毎月実施。
滞納分の滞納整
理を実施

催告を毎月実施。
悪質滞納者につ
いては、滞納処分
の実施。

催告を毎月実
施。悪質滞納者
については、滞
納処分の実施。

催告を毎月実
施。悪質滞納者
については、滞
納処分の実施。

催告を毎月実
施。悪質滞納者
については、滞
納処分の実施。

2,864 199 373 573 767 952
実施 実施
債権整理，催促・
滞納処分

債権整理，催促・
滞納処分

235 525 ▲ 290
実施 実施 実施 実施 実施
催告を毎月実施。
悪質滞納者に対
しては提訴の実施

催告を毎月実施。
悪質滞納者に対
しては提訴の実
施

催告を毎月実
施。悪質滞納者
に対しては提訴
の実施

催告を毎月実
施。悪質滞納者
に対しては提訴
の実施

催告を毎月実
施。悪質滞納者
に対しては提訴
の実施

405 27 54 81 108 135
実施 実施
催告を毎月実施 催告を毎月実施

63 36 27
実施 実施 実施 実施 実施
水道課：催告・給
水停止を毎月実
施　下水道課：給
水停止不可（下水
道のみ）のものは
年２回催告を実施

水道課：催告・給
水停止を毎月実
施　下水道課：給
水停止不可（下水
道のみ）のものは
年２回催告を実施

水道課：催告・給
水停止を毎月実
施　下水道課：給
水停止不可（下
水道のみ）のも
のは年２回催告
を実施

水道課：催告・給
水停止を毎月実
施　下水道課：給
水停止不可（下
水道のみ）のも
のは年２回催告
を実施

水道課：催告・給
水停止を毎月実
施　下水道課：給
水停止不可（下
水道のみ）のも
のは年２回催告
を実施

10,800 720 1,440 2,160 2,880 3,600
実施 実施
停水予告899件
停水実施23件

停水予告1091件
停水実施48件

1,008 720 288
実施 実施 実施 実施 実施
年間差押数１５０
以上（町税含む)

年間差押数２００
以上(町税含む)

年間差押数２００
以上(町税含む)

年間差押数２００
以上(町税含む)

年間差押数２００
以上(町税含む)

16,568 1,778 2,508 3,213 3,898 5,171
実施 実施
年間差押数２２６
件（町税含む)

年間差押数２５２
件（町税含む)

11,944 1,671 10,273

効果額
（千円）

収納率を平成２２年度（８
０．７６％）から３％以上
向上させる。

予
　
定

実
　
績

効果額
（千円）

予
　
定

実
　
績

効果見込
額（千円）

実
　
績

前年度収納率に対し１．
０％の向上 効果見込

額（千円）

効果額
（千円）

予
　
定

実
績

現年分１．０％向上(毎年
０．２％増)、滞納分５．
０％向上(毎年１．０％増)
平成２３年度の滞納分の
徴収率は、子ども手当支
給制度の額組み替えに
よる減額を考慮して、過
去３年の平均徴収率に
１．０％増をしたものを見
込む。

効果額
（千円）

6

4 住宅使
用料

国民健
康保険
税

開発指
導課

上下水道料金収納率の
０．５ポイント向上（毎年
０．１ポイント増）

効果見込
額（千円）

効果見込
額（千円）

325

26

27

28

5

民生課保育料

上下水
道料金

水道課
下水道
課

税務課
住民課

予
　
定
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実施 実施 実施 実施 実施
催告を毎月実施。
財産のある悪質
滞納者に対しては
差押を実施

催告を毎月実施。
財産のある悪質
滞納者に対して
は差押を実施

催告を毎月実
施。財産のある
悪質滞納者に対
しては差押を実
施

催告を毎月実
施。財産のある
悪質滞納者に対
しては差押を実
施

催告を毎月実
施。財産のある
悪質滞納者に対
しては差押を実
施

509 89 95 101 108 116
実施 実施
催告２１２件
財産調査１４件
差押　８件

催告２０２件
財産調査１１件
差押　６件

197 91 106
実施 実施 実施 実施 実施
コンビニ収納開始 継続 継続 継続 マルチペイメン

ト、クレジット収納
の検討

実施 実施
収納率６．６５％
収納額１７５千円

利用率40.03％
収納額２２６千円

実施 実施 実施 実施 実施
催告書の発送 催告書の発送と

財産調査の実施
催告書の発送と
財産調査の実施

催告書の発送と
財産調査の実施

催告書の発送と
財産調査の実施

847 99 134 169 204 241
実施 実施
４回催告書発送 賦課徴収確認

911 505 406

②課税客体の拡充・未利用地等の売却
推進課 概要 取組目標 個別施策等区分 Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７

検討・実施 実施 実施 実施 実施
土地利用計画書
の作成、管理方法
の見直し

土地利用計画書
の作成、売却可
能土地の処分（1
件）

土地の売却 土地の売却 土地の売却

検討 検討・実施
土地利用計画書
の作成準備
財産売却状況
１筆　102㎡
約2,064千円

土地利用計画書
の作成中
財産売却状況
3筆　363.74㎡
約12,717千円

実施 実施 実施 実施 実施
広島県と受委託
契約を締結

広島県と受委託
契約を締結

広島県と受委託
契約を締結

造成地の売却準
備(企業誘致のた
めの優遇措置
等)

造成地の売却

実施 実施
広島県と受委託
契約を締結

広島県と受委託
契約を締結

32
予
　
定

実
績

町有地の
造成

予
　
定

実
績

現年度分の収納率を平
成22年度９４.１％から１
ポイント向上させ、９５．
１％にする。

効果見込
額（千円）

効果額
（千円）

予
　
定

実
績

・造成後、企業誘致をす
る。

効果見込
額（千円）

効果額
（千円）

平成２２年度の収納率は
９９．０５％であった。これ
を平成２７年度までに収
納率を０．２５％向上（毎
年０．０５％増）させて９
９．３％にする。

予
　
定

実
　
績

下水道
課

・町税(国保含む)の徴収金の収納率
の１．０％向上
・住民利便性の向上

住民課

下水道
受益者
負担金

コンビ
ニ収納
の導入

9

8

29

30

深原地
区町有
地

建設課

2

10

町有財産の
有効活用

企画財
政課

取組名

30-1

31

7 後期高
齢者医
療保険
料

この項
目の課

未利用地（普通財産）の
売払いを進めるとともに、
町有財産の活用による
新たな歳入確保を図る。

・財産の再点検
・財産の有効活用に係る
計画等の策定を検討す
る。

遊休地で長年懸案だった
町有地の造成を実施す
る。

予
　
定

実
績

財産の有
効活用

12



検討 検討 実施 実施 実施
先進自治体の調
査

導入の検討 可能なものから
実施

可能なものから
実施

可能なものから
実施

1,080 0 0 360 360 360
検討 検討・実施
他自治体の情報
収集

広告掲載媒体に
ついて検討

0 0 0
③使用料・手数料の適正化

推進課 概要 取組目標 個別施策等区分 Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７
検討 実施 実施 実施 実施
第3次行政改革大
綱の資料収集及
び検討

第4次行政改革大
綱の資料収集及
び検討

検討 検討
第3次行政改革大
綱の資料収集及
び検討

第4次行政改革大
綱の資料収集及
び検討

検討 実施 実施 実施 実施
資料収集 検討 検討 検討 実施

検討 実施
資料収集 15世帯の賦課漏

れ1,769千円
誤賦課１件862千
円

（２）財政を健全に運営する
①歳出の削減

推進課 概要 取組目標 個別施策等区分 Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７
検討・実施 実施 実施 実施 実施
次年度予算編成
方針の説明

予算編成方針に
基づく予算要求の
達成、適切な予
算執行

予算編成方針に
基づく予算要求
の達成、適切な
予算執行

予算編成方針に
基づく予算要求
の達成、適切な
予算執行

予算編成方針に
基づく予算要求
の達成、適切な
予算執行

0
検討 実施
次年度予算編成
方針の説明

予算編成方針に
基づく予算要求の
達成、適切な予
算執行

0

予
　
定

効果額
（千円）

実
　
績

効果見込
額（千円）

効果額
（千円）

効果見込
額（千円）

町の保有する資産等に
有料広告を掲載するとと
もに、新たな広告媒体等
の導入等の検討を進め
るなど、さらなる財源確
保に向け、有料広告事業
を推進する。

取組名

33

予
定

実
績

使用料・手
数料等の
適正化

35

予
　
定

実
　
績

使用料・手
数料の適
正化

企画財
政課
総務課
税務課
住民課
生活環
境課
生涯学
習課

施設利用状況や他団体
の料金体系を把握した上
で、使用料・手数料等の
再算定を行い、必要に応
じて、適正な受益者負担
となるよう、見直しを実施
する。

・使用料・手数料等の再
算定及び見直し

34

予
　
定

実
　
績

・封筒・広報紙・ホーム
ページ以外の広告媒体
の検討

3 有料広告事
業の推進

総務課
企画財
政課

136
取組名

使用料・手
数料等の適
正化

行政コスト
の適正化

4

11 上下水
道料金
の見直
し

企画財
政課

経常事業の見直しを実施
する。

・事務の総点検

効率的な整備と財源確
保のため使用料改定を
行い、計画区域の整備を
促進する。

平成２７年度までに上下
水道使用料適正化につ
いて検討を行う。

下水道
課
水道課

13



実施 実施 実施 実施 実施
予算編成時に一
覧表を作成、見直
し

予算編成時に一
覧表を作成、見直
し

予算編成時に一
覧表を作成、見
直し

予算編成時に一
覧表を作成、見
直し

予算編成時に一
覧表を作成、見
直し

2,600 1,000 800 500 300 0
実施 実施
予算編成時に一
覧表を作成

予算編成時に一
覧表を作成

1,849 1,173 676
実施 実施 実施 実施 実施
予算編成時に一
覧表を作成、見直
し

予算編成時に一
覧表を作成、見直
し

予算編成時に一
覧表を作成、見
直し

予算編成時に一
覧表を作成、見
直し

予算編成時に一
覧表を作成、見
直し

0
実施 実施
予算編成時に一
覧表を作成

予算編成時に一
覧表を作成

78 50 28
検討 実施 実施 実施 実施
町単独の手当等
の調査・手当等の
現状把握

町単独の手当等
の変更把握・統廃
合等を検討・改善

町単独の手当等
の変更把握・統
廃合等を検討・
改善

町単独の手当等
の変更把握・統
廃合等を検討・
改善

町単独の手当等
の変更把握・統
廃合等を検討・
改善

0 0
検討 検討・実施
各種の手当等に
関する現状の把
握

各種の手当等に
関する現状の把
握

0 0 0
検討 実施 実施 実施 実施
第5次総合計画に
あわせた都市計
画マスタープラン
の内容修正

都市計画マスター
プランの内容に
沿った道路整備
基本方針の検討

道路整備基本方
針の策定

道路整備基本方
針に沿った事業
の実施

道路整備基本方
針に沿った事業
の実施

実施 検討・実施
第5次総合計画に
あわせ都市計画
マスタープランの
内容修正

深原公園線等、
実施中の事業の
進捗を踏まえ基
本方針を検討

道路整備
基本方針
の策定

予
　
定

実
　
績

効果額
（千円）

予
　
定

実
　
績

・性格や役割に応じて統
廃合や新規施策などの
自立に向けた支援策を
検討

3

予
　
定

実
　
績

効果見込
額（千円）

効果額
（千円）

加入団
体負担
金の見
直し

企画財
政課

町の施策と関連する各種
団体に加入することで毎
年支出する経費。具体的
な効果、成果が明確でな
いものがある。

2

予
　
定

実
　
績

効果見込
額（千円）

効果額
（千円）

1 補助金
等の整
理・合
理化

企画財
政課
生涯学
習課

社会経済情勢が大きく変
化する中で、住民の価値
観やニーズ等に的確に
対応し、施策実現に効果
的に活用できるよう、継
続的に補助金の見直しを
行う。

効果見込
額（千円）

37

38

39

40

毎年度補助金等の見直
し
・事業の目的が具体的で
ないもの
・成果や効果を具体的に
示せないもの　など

・全ての加入団体負担金
についての目的、効果、
成果を検証。
・具体的な目的、効果、
成果が薄いものは廃止
の検討。

今後の道路整備の進め
方を整理し、効果的・効
率的な事業実施を行うた
め、路線や区間毎に、必
要性・優先度を検討し、こ
の結果を踏まえながら、
今後の道路整備の基本
方針を策定する。

町単独
手当等
の見直
し

福祉課
民生課

町単独の手当等の見直
しを図る。

・基本方針の策定4 道路整
備の基
本方針
の策定

都市整
備課
建設課

14



検討 実施 実施 実施 実施
連絡調整会議を
実施するための
検討

月１回程度の連
絡調整会議の実
施

月１回程度の連
絡調整会議の実
施

月１回程度の連
絡調整会議の実
施

月１回程度の連
絡調整会議の実
施

検討 実施
実施内容、頻度等
の調整

月１回程度の連
絡調整会議の実
施実施 実施 実施 実施 実施

現状での体制を
維持しながら情報
収集を実施
契約書の比較、先
進地の情報収集、
業務内容の把握

グループでの検
討、業務内容の
見直し

更新時に新たな
契約書等で指定
管理者の選定

更新時に新たな
契約書等で指定
管理者の選定

更新時に新たな
契約書等で指定
管理者の選定

検討 検討
現状での体制を
維持しながら情報
収集を実施
H23　環境センター
H23　東部健康センター
　　　 深原地区公園

現状での体制を
維持しながら業務
内容の見直し検
討
H24　西部健康センター
H24　くまの・みらい保育園

検討 実施 実施 実施 実施
県内市町村の報
酬額調査資料作
成

審議会（諮問答
申）・議案の作成

検討 検討・実施
県内市町村の報
酬額調査資料作
成

県内市町村の報
酬額調査資料作
成

検討 実施 実施 実施 実施
近隣の状況を把
握し検討資料を作
成する

各課において定
数等の見直しを
検討する

各課において定
数等の見直しを
検討する

各課において定
数等の見直しを
検討する

各課において定
数等の見直しを
検討する

検討 検討・実施
県内市町村の報
酬額調査資料の
作成
Ｈ23教育委員　1名

各課において定
数等の見直しを
検討
Ｈ24人権擁護委
員　2名
Ｈ24教育委員

予
　
定

実
　
績

指定管理
制度の見
直し

体育館，グランド，筆の
里工房，くまのみらい保
育園，各健康センター，
ふれあい館，深原地区公
園，環境センターに指定
管理者制度の導入を実
施している。

・継続

実
績

公共工事
の合理化 予

　
定

41

42

43

44

・実施方法の検討5 公共工
事のコ
スト縮
減の推
進

建設課
開発指
導課
下水道
課
水道課

公共事業の計画策定か
ら維持管理に至るまでの
全てのプロセスにおい
て、コスト適正化の観点
から見直し、総合的なコ
スト縮減を行う。

・特別職等の報酬等の見
直し

6 公共施
設の適
正管理

企画財
政課
商工観
光課
民生課
健康課
生活環
境課
都市整
備課
生涯学
習課

7 特別職
等の報
酬等の
適正化

総務課 一般職の給与構造改革
等も考慮し、特別職等の
報酬について、特別職報
酬等審議会の審議など
により見直しを行う。

予
　
定

実
　
績

特別職等
の報酬等
の見直し

予
　
定

実
　
績

検討資料
の作成

・見直しの検討8 委員
会・審
議会の
見直し

総務課
生涯学
習課

各種委員会等の統廃
合、定数の見直しについ
て検討を進める。

15



検討 実施 実施 実施 実施
県内市町村の状
況調査・検討資料
作成

旅費運用方針の
策定及び条例等
の改正検討

運用方針の実施 運用方針の実施 運用方針の実施

検討 検討
県内市町村の状
況調査中

県内市町村の状
況調査中

実施 実施 実施 実施 実施
光熱水費の削減
（削減目標平成22
年度比1％）

光熱水費の削減
（削減目標平成22
年度比1％）

光熱水費の削減
（削減目標平成
22年度比1％）

光熱水費の削減
（削減目標平成
22年度比1％）

光熱水費の削減
（削減目標平成
22年度比1％）

実施 実施
使用量△5.6％
料   金3.0％増

使用量△9.5％
料   金3.0％増

実施 実施 実施 実施 実施
各課の加除式図
書の把握及び資
料作成

各課において不
要な加除式図書
を整理

各課において不
要な加除式図書
を整理

各課において不
要な加除式図書
を整理

各課において不
要な加除式図書
を整理

検討 検討・実施
各課における加
除式図書の把握・
整理

各課における加
除式図書の把握・
整理

検討 検討 実施 実施 実施
サイボウズ予約
状況の内容分析

サイボウズ予約
状況の内容分析

公用車の配置割
り当ての改善

サイボウズ予約
状況の内容分析

サイボウズ予約
状況の内容分析

検討 検討
サイボウズ予約
状況の内容分析

サイボウズ予約
状況の内容分析

検討 検討 検討 検討 検討
近隣市町の動向
把握、一般競争入
札の導入に向け
た課題の整理

近隣市町の動向
把握、一般競争
入札の導入に向
けた課題の整理

近隣市町の動向
把握、一般競争
入札の導入に向
けた課題の整理

近隣市町の動向
把握、一般競争
入札の導入に向
けた課題の整理

近隣市町の動向
把握、一般競争
入札の導入に向
けた課題の整理

検討 検討
一般競争入札の
導入に向けた課
題の整理

一般競争入札の
導入に向けた課
題の整理

45

46

47

48

49

予
　
定

実
績

特別旅費
の概算払
いから実
費支給へ
の検討

9 旅費の
見直し

総務課 調査、研究を重ね、可能
な限りの行政コストの削
減に努める。

・特別旅費の概算払い性
から実費性への検討

光熱水費
の削減 予

　
定

実
績

・地球温暖化計画の実施
・定期的な見直し
・電力料デマンド管理の
実施

10 庁舎等
の節電
による
電気料
の削減

総務課 冷暖房の温度設定や昼
休みの消灯など節電を行
い、コスト及びCO2を削
減する。

予
　
定

実
　
績

加除式図
書一覧表
の作成

11 加除式
図書の
見直し

総務課 加除式図書の使用頻度
を検討し、不要な図書の
整理をする。

・経費節減と書類の整理

公用車運
行率の向
上

予
定

実
績

・公用車の適正配置と効
率的運用の検討

12 公用車
の適正
管理

総務課 公用車の効率的な管理
方法を検討し、適正な管
理を行う。

一般競争
入札の導
入に向け
た課題の
整理

予
　
定

実
　
績

13 入札制
度の適
正化

企画財
政課

競争の原理を利用し、各
種契約金額の抑制を検
討する。

・一般競争入札の導入検
討
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検討 実施 実施 実施 実施
予算編成時点で、
決算額を意識した
予算要求を依頼

予算編成方針で
の新たな削減手
法の実施、財政
状況の共有化

予算編成方針で
の新たな削減手
法の実施、財政
状況の共有化

予算編成方針で
の新たな削減手
法の実施、財政
状況の共有化

予算編成方針で
の新たな削減手
法の実施、財政
状況の共有化

検討 実施
予算編成方針作
成

予算編成方針で
の新たな削減手
法の実施、財政
状況の共有化

検討・実施 実施 実施 実施 実施
推進内容の素案
作成

職員周知・各課状
況調査

各課状況調査 各課状況調査 各課状況調査

検討 検討・実施
推進内容整理
会議運営内容の
確認の仕方整理

推進内容整理
会議運営内容の
確認の仕方整理

②財源の重点的・効率的な配分
推進課 概要 取組目標 個別施策等区分 Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７

検討 実施 実施 実施 実施
予算事業と総計
施策体系との整
合

実施 実施 実施 実施

検討 検討・実施
予算事業と総計
施策体系との整
合

実施計画、財政
推計の策定を実
施

③地方公営企業等の経営健全化
推進課 概要 取組目標 個別施策等区分 Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７

検討 検討 実施 実施 実施
保険証と高齢受
給者証の一本化：
問題点抽出，実施
に向けた検討

保険証と高齢受
給者証の一本化：
問題点抽出，実
施に向けた検討

被保険者証と高
齢受給者証の一
体化

552 0 0 184 184 184
検討 検討
問題点の抽出 次期システム更

改時に検討

0 0 0

効果額
（千円）

外部委託や執行体制の
見直しなど、国民健康保
険業務の効率化に向け
た具体的な手法を検討
し、実施する。

・業務の効率化の段階的
な推進

取組名

取組名

2 総合計画と
連動した予
算編成

50

51

52

53 3 国民健康保
険業務の効
率化の推進

住民課

・１会議１時間以内の推
進

14 予算段
階での
削減

企画財
政課

予算執行段階において、
最小の経費で最大の行
政効果が上がるよう、コ
スト意識と創意工夫によ
り事務事業を執行する。

15 庁内会
議の時
間短縮
化

総務課 庁内の会議は、参加職
員が事前準備などを入念
にするなどの対策を講
じ、効率的に会議進行を
する。

歳出削減
のための
意識改善

予
　
定

実
績

・コスト意識と創意工夫に
よる節減の意識改革

庁舎会議
の時間短
縮化

予
定

実
　
績

企画財
政課

長期的な視点に立った安
定財政を推進する。

・総合計画と財政計画を
連動した予算編成システ
ムの構築の推進

予
　
定

実
績

事業予算
の体系化
及び財政
計画との
調整

予
　
定

実
　
績

効果見込
額（千円）
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検討 検討 検討 検討 実施
具体業務の抽出，
外部委託の可否
検討

外部委託可能な
業務を選定、概算
費用の算定

業務の外部委託
に向けての準備

業務の外部委託
に向けての準備

検討 検討
外部委託の可能
な業務の抽出

外部委託可能な
業務を選定、概算
費用の算定

検討 実施 実施 実施 実施

資料収集 検討 検討 検討 実施

検討 実施

資料収集 15世帯の賦課漏
れ1,769千円
誤賦課１件862千
円

実施 実施 実施 実施 実施
水道課：催告・給
水停止を毎月実
施　下水道課：給
水停止不可（下水
道のみ）のものは
年２回催告を実施

水道課：催告・給
水停止を毎月実
施　下水道課：給
水停止不可（下水
道のみ）のものは
年２回催告を実施

水道課：催告・給
水停止を毎月実
施　下水道課：給
水停止不可（下
水道のみ）のも
のは年２回催告
を実施

水道課：催告・給
水停止を毎月実
施　下水道課：給
水停止不可（下
水道のみ）のも
のは年２回催告
を実施

水道課：催告・給
水停止を毎月実
施　下水道課：給
水停止不可（下
水道のみ）のも
のは年２回催告
を実施

10,800 720 1,440 2,160 2,880 3,600
実施 実施
停水予告899件
停水実施23件

停水予告1091件
停水実施48件

1,008 720 288
実施 実施 実施 実施 実施
１２月初旬に文書
催告。これ以外の
月に電話催告を
実施。悪質滞納者
への給付制限の
実施。

１２月初旬に文書
催告。これ以外の
月に電話催告を
実施。悪質滞納
者への給付制限
の実施。

１２月初旬に文
書催告。これ以
外の月に電話催
告を実施。悪質
滞納者への給付
制限の実施。

１２月初旬に文
書催告。これ以
外の月に電話催
告を実施。悪質
滞納者への給付
制限の実施。

１２月初旬に文
書催告。これ以
外の月に電話催
告を実施。悪質
滞納者への給付
制限の実施。

2,000 400 400 400 400 400
実施 実施
１２月,２月に文書
催促。２人に給付
制限適用。

１２月,２月に文書
催促。１人に給付
制限適用。

1,197 560 637

効果見込
額（千円）

予
　
定

効果額
（千円）

実
　
績

実
　
績

再
掲
上下水
道料金
収納率
向上

下水道
課
水道課

効果見込
額（千円）

予
　
定

上下水道料金収納率の
０．５ポイント向上（毎年
０．１ポイント増）

介護保険料の収納率を、
毎年９７．５％以上とす
る。

再
掲
介護保
険料収
納率向
上

福祉課

再
掲

予
　
定

実
績

委託業務
の選定

上下水
道料金
の見直
し

下水道
課
水道課

効率的な整備と財源確
保のため使用料改定を
行い、計画区域の整備を
促進する。

平成２７年度までに上下
水道使用料適正化につ
いて検討を行う。

使用料・手
数料等の
適正化

予
定

実
績

財源確保と負担の公平
性の観点から、新たな徴
収方法の検討や効果的・
効率的な収納体制の確
立など、町税等徴収金の
収納対策を強力に推進
する。

4 上下水道施
設維持管理
業務

54

効果額
（千円）

下水道
課
水道課

社会情勢の変化等を踏
まえ、外部資源を効果的
に活用し、よりよいサー
ビスの提供や経費縮減を
図るため、計画的に外部
委託を推進する。

・委託範囲の拡大検討
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実施 実施 実施 実施 実施
年間差押数１５０
以上（町税含む)

年間差押数２００
以上(町税含む)

年間差押数２００
以上(町税含む)

年間差押数２００
以上(町税含む)

年間差押数２００
以上(町税含む)

16,568 1,778 2,508 3,213 3,898 5,171
実施 実施
年間差押数２２６
件（町税含む)

年間差押数２５２
件（町税含む)

11,944 1,671 10,273
実施 実施 実施 実施 実施
催告を毎月実施。
財産のある悪質
滞納者に対しては
差押を実施

催告を毎月実施。
財産のある悪質
滞納者に対して
は差押を実施

催告を毎月実
施。財産のある
悪質滞納者に対
しては差押を実
施

催告を毎月実
施。財産のある
悪質滞納者に対
しては差押を実
施

催告を毎月実
施。財産のある
悪質滞納者に対
しては差押を実
施

509 89 95 101 108 116
実施 実施
催告２１２件
財産調査１４件
差押　８件

催告２０２件
財産調査１１件
差押　６件

197 91 106

４　社会の変化に対応できる行政運営を行う
（１）柔軟で機動的な執行体制を確立する
①効率的な組織体制の確立

推進課 概要 取組目標 個別施策等区分 Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７
検討・実施 検討・実施 検討・実施 検討・実施 検討・実施
継続事業の洗い
出し・予算化の協
議

継続事業の洗い
出し・予算化の協
議

継続事業の洗い
出し・予算化の
協議

継続事業の洗い
出し・予算化の
協議

継続事業の洗い
出し・予算化の
協議

検討・実施 検討・実施
継続事業の洗出
及び予算化

継続事業の洗出
及び予算化

検討・実施 検討・実施 検討・実施 検討・実施 検討・実施
職員要望ヒヤリン
グ・状況により体
制に変更提案

職員要望ヒヤリン
グ・状況により体
制に変更提案

職員要望ヒヤリ
ング・状況により
体制に変更提案

職員要望ヒヤリ
ング・状況により
体制に変更提案

職員要望ヒヤリ
ング・状況により
体制に変更提案

実施 実施
平成２３年１１月
実施。総数１５８
人査定。

平成２４年１１月
実施。総数１５９
人査定。

予
　
定

実
　
績

職員要望
ヒヤリング

住民課

予
　
定

実
　
績

継続的な
事業の点
検・見直し

平成２２年度の収納率は
９９．０５％であった。これ
を平成２７年度までに収
納率を０．２５％向上（毎
年０．０５％増）させて９
９．３％にする。

効果見込
額（千円）

予
　
定

効果額
（千円）

実
　
績

・継続的な事業の点検・
見直し

再
掲
後期高
齢者医
療保険
料

効果見込
額（千円）

予
　
定

効果額
（千円）

実
　
績

収納率を平成２２年度（８
０．７６％）から３％以上
向上させる。

税務課
住民課

国民健
康保険
税収納
率向上

再
掲

取組名
事業の再
編・統廃合
の推進

企画財
政課
総務課

既に一定の成果が得ら
れた事業や費用に対して
明確な効果が期待できな
い事業等について、行政
評価制度などを仕組みを
活かしながら原点からの
点検・見直しを行い、再
編や統廃合を推進する。

1

1 効果
的・効
率的な
組織の
構築

55

56 総務課 複雑・多様化する行政需
要への的確な対応を行う
ことのできる、効果的・効
率的な組織を継続的に
整備する。

・目的別・機能別の組織
整備
・簡素で機動的な職制の
整備
・自律的な組織経営体制
の整備

19



検討 実施 実施 実施 実施
平成24年度に向
けて設定方法の
検討・事例の情報
提供

一課一改革の設
定・実行

一課一改革の設
定・実行

一課一改革の設
定・実行

一課一改革の設
定・実行

検討 検討
実施検討 実施検討

実施 実施 実施 実施 実施
従来の提案制度
の実施

従来の提案制度
の実施

実施 実施
平成23年11月に
職員提案制度実
施。22件の提案
中実施済10件・実
施検討３件・その
他９件。

平成24年11月に
職員提案制度実
施。10件の提案
中実施済３件・実
施検討４件・その
他３件。

検討 検討 検討 検討 検討
事例研究 メリット・デメリット

の整理
提案書作成

検討 検討
事例研究 事例研究

②行政経営システムの推進
推進課 概要 取組目標 個別施策等区分 Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７

検討 検討 実施 実施 実施
先進事例資料収
集等

対象事業の抽
出、実施要領の
検討

実施 実施 実施

検討 検討
資料収集 先進事例資料収

集

実施 実施 実施 実施 実施
資産台帳の整備、
財務書類の作成、
公表

財務書類の作
成、公表

財務書類の作
成、公表

財務書類の作
成、公表

財務書類の作
成、公表

実施 実施
財務書類の作成、
公表

財務書類の作
成、公表

公会計制
度の導入 予

　
定

実
績

3 公会計制度
の導入

企画財
政課

わかりやすく税金の使い
道を明らかにすることを
目的とし、行政サービス
の費用対効果を明らかに
する手法を導入する。

・制度の導入
・財務書類の作成

予
定

実
績

行政評価
制度の導
入

企画財
政課

住民ニーズの高い分野
への経営資源の重点化
や一層の事務事業の最
適化を図るため、行政評
価制度導入の検討を進
める。

・制度の検討2 行政評価制
度の導入

予
定

実
績

水道課と
下水道課
の統合

予
　
定

実
績

一課一改
革運動

職員提案
制度の見
直し

予
定

実
　
績

取組名

水道課
と下水
道課の
統合

3

2 全庁的
な事務
処理効
率化の
推進

57

58

59

60

総務課
水道課
下水道
課

課の統廃合により効率化
を図る。

・内部管理事務を一元化
し、担当職員の削減を検
討

・「一課一改革運動」にお
ける事務効率化の策定・
推進
・職員提案制度の見直し

総務課 迅速で効率的な行政経
営を目指して、全庁的な
適正な事務処理の徹底
をする。
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③情報化による行政サービスの充実
推進課 概要 取組目標 個別施策等区分 Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７

実施 実施 実施 実施 実施
広報・ＨＰによる
普及啓発

広報・ＨＰによる
普及啓発

広報・ＨＰによる
普及啓発

広報・ＨＰによる
普及啓発

広報・ＨＰによる
普及啓発

実施 実施
申請手続件数
４１件（H22比１１
５％増）

申請手続件数
３３件（H22比５
０％増）

実施 実施 実施 実施 実施
利用促進計画に
基づく手続の追加

利用促進計画に
基づく手続の追加

利用促進計画に
基づく手続の追
加

手続きの見直し 手続きの見直し

実施 実施
７手続８様式追加
（31/50）

６手続１１様式追
加（37/50）

検討・実施 検討・実施 実施 実施 実施
利用促進計画の
内容を検討

利用促進計画の
作成

実施、改善案を
検討

利用促進計画を
再作成

実施

検討 検討
過年度における
基礎資料（電子申
請件数等）の整理

基礎資料の整理
及び内容検討

検討 検討 検討 検討 検討
個別システムの導
入検討

個別システムの
運用開始（参加資
格申請受付

電子入札の執行
を検討

電子入札の執行
を検討

電子入札の執行
を検討

検討 検討
個別システムの導
入検討

個別システムの
導入検討

検討 検討 実施 実施 実施
電子自治体最適
化計画の検討

電子自治体最適
化計画の検討

電子自治体最適
化計画の推進

電子自治体最適
化計画の推進

電子自治体最適
化計画の推進

検討 検討
電子自治体最適
化計画の検討

自治体クラウドの
検討

予
定

実
績

電子自治
体最適化
計画策定

64 効果的かつ費用対効果
に優れた情報化を進める
ために、全体最適の観点
で策定する。

予
　
定

実
績

電子入札
の実施

5

4

63

62

・利用促進計画に基づく
受付手続きの増加
・住民への周知・広報

実
績

利用促進
計画に基
づく手続き
の追加

予
定

実
績

広報・ＨＰ
による普
及啓発に
利用促進

予
定

総務課 平成２１年１０月に広島
県共同利用によるイン
ターネットを利用した電子
申請受付システムを導入
したが、利用が少ない。

取組名
61

・入札執行にかかる一連
の業務（公告・指名通知・
入札・開札等）について
電子入札の推進
・入札参加にかかる事務
費が軽減されるため、積
算の一般事務費を見直し

4 地方税
電子申
告シス
テムの
推進

税務課 平成２２年１２月に納税
者の利便性の向上を図
るため、インターネットを
利用した地方税電子申
告システムを導入した。

電子申請シ
ステムの推
進

電子入
札の推
進

企画財
政課

県のシステムを利用し、
指名願受付システムで業
者登録の効率化を実施
する。

・電子自治体最適化計画
の策定
・自治体クラウドの研究

電子自治体
最適化計画
の策定

総務課5

予
定

実
　
績

利用促進
計画の作
成

・利用促進計画の作成
・データ連携による事務
の合理化により職員数の
適正化
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（２）モチベーションが高く、力量のある職員を養成する
①職員の適正配置

推進課 概要 取組目標 個別施策等区分 Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７
実施 実施 実施 実施 実施
第３次定員適正
化計画の実施

第３次定員適正
化計画の実施

第３次定員適正
化計画の実施

第３次定員適正
化計画の実施

第３次定員適正
化計画の実施

実施 実施
平成２３年度末
            １５５人

平成２４年度末
            １５９人

②人材の育成
推進課 概要 取組目標 個別施策等区分 Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７

検討 実施 実施 実施 実施
人材育成基本方
針（素案）作成

人材育成基本方
針策定

人材育成基本方
針策定

人材育成基本方
針策定

人材育成基本方
針見直し、次期
人材基本方針策
定

検討 実施
検討資料を近隣
町から取得済

人材育成基本方
針策定
（H24.10.1）

（３）広域的な連携を推進する
①広域事業の推進

推進課 概要 区分 Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７

予
定
実施 実施 実施 実施 実施

実
績
実施 実施

予
定
実施 実施 実施 実施 実施

実
績
実施 実施

予
定
実施 実施 実施 実施 実施

実
績
実施 実施

総務課 広島市消防局に委託 ・継続

3 後期高齢者
医療業務

住民課 広島県後期高齢者医療
広域連合に委託

・医療制度が変更になっても広域的
な事業展開を継続69

2 消防業務

1 ごみ処理業
務

・継続
取組目標

予
　
定

実
績

熊野町人
材育成基
本方針策
定

職員の自律的な能力開
発を促進するため、キャ
リア（職業生活）をデザイ
ンするように、自ら自分
の進むべき道を考え、将
来のキャリア開発目標に
基づき、キャリアに主体
的・積極的に関わる「キャ
リア・デザイン」を核とした
人材育成システムを推進
する。

予
定

実
績

第３次定
員適正化
計画の実
施

取組名

1

67

68

65
取組名

・職員１人当たりの住民
管理数を考慮した定員適
正化計画の策定や総人
件費抑制のための臨時
職員等の適正配置の推
進

総務課 行政需要の変化に柔軟
かつ的確に対応し、良質
なサービスを迅速かつ効
果的に提供できる、簡素
で効率的な執行体制の
整備を進める。

職員数の適
正化の推進

取組名
2 人材育成シ
ステムの推
進

総務課 ・人材育成基本方針の策
定

66

生活環
境課

安芸地区衛生施設管理
組合に委託
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②国・県との連携強化
推進課 概要 取組目標 個別施策等区分 Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７

検討・実施 検討・実施 検討・実施 検討・実施 検討・実施
その都度検討対
応

未実施 未実施
対応分権なし 対応分権なし

（４）町議会の活性化
①町議会の活性化

推進課 概要 区分 Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７

予
定
実施 実施 実施 実施 実施

実
績
実施 実施

Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７
32 52 61 67 69
8 4 3 3 3
36 19 11 5 3
0 0 0 0 0
0 1 1 1 1
76 76 76 76 76
32 37 0 0 0
3 15 0 0 0
40 22 0 0 0
1 1 0 0 0
0 1 0 0 0
76 76 0 0 0

区　　分 Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７
効果見込額計 5,728 7,935 10,354 12,496 14,897
効果額計 6,993 15,872 0 0 0

未実施

終了

終了

金額（千円）
51,410効　果　額
22,865

区　分
実施
検討・実施

状　　況

予
　
定

実
　
績

検討

合計

実施

取組目標
1 町議会の活
性化

議会事
務局

　地方議会の役割の増
大に伴い、議会機能の強
化、議会活動の活性化を
積極的に推進する。

・議員は、行政に対する監視機能に
止まらず、民意の反映に最大限努力
し、なお一層の経費節減や積極的な
政策提言に取り組む

・新たな基準に基づく
サービスの提供

分権対応
予
　
定

実
　
績

4 地方分権の
推進

企画財
政課

住民に最も身近な基礎
自治体として、自己決定・
自己責任のもと、地域の
実情に応じた、きめ細か
な行政サービスを提供で
きるよう、「広島県分権改
革推進計画」に基づき、
迅速・適切な対応に向け
た検討・準備を進める。

検討・実施

検討

合計

未実施

取組名

取組名

70

71
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